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喜多方市行政改革実施計画

平成29年度取組実績



コンビニ交付サービス
の実施と利用の推進

ICTを活用したサービ
スの向上

コンパクトシティの取
組

公共交通の充実 組織機構等の見直し

市民の意見・意向の
把握

男女共同参画社会の
推進

協働体制の推進
ＮＰＯ・ボランティア活動
団体・行政区や市民団
体等への支援と連携

横断的な組織連携の
推進

人材育成基本方針に
基づく研修の実施

職員提案制度の推進
地方公共団体等との
人事交流

定員適正化計画に基
づく定員管理

人事評価の実施
環境マネジメントシス
テムの推進

行政評価の推進
中期財政計画の策
定・公表

統一的な基準による
地方公会計の整備と
活用

工事発注時期及び施
工時期の平準化

公用車管理指針の策
定と運用

負担金・補助及び交
付金の適正化

市有財産活用の推進 広告事業の推進
使用料及び手数料の
適正化  

公共施設等総合管理
計画による公共施設
の管理等

市有集会施設譲渡の
推進

公共施設等の長寿命
化の推進

地方公営企業の経営
健全化

地方公営企業法適用
の推進

効果的な情報の発信
オープンデータの検
討、推進

民間委託の調査検
討、推進

指定管理者制度の活
用

　

　

大綱１　市民サービスの向上と多
様化するニーズへの対応

(1) 市民サービスの向上の取組

(2) 市民との協働によるまちづくり

(3) 横断的な組織連携と人材育成等の推進

大綱２　健全な財政運営

(1) 効率的・効果的な行財政運営

(2) 歳入の適正確保に向けた取組

(3) 公共施設マネジメントの推進

(4) 地方公営企業の健全経営等

大綱３　情報発信の充実・民間委
託等の推進

(1) 情報発信の充実

(2) 民間委託等の推進

行政改革体系図行政改革体系図行政改革体系図行政改革体系図
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2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

目標 ・広報紙及び市ホームページ
　有料広告掲載　100件

・広報紙及び市ホームページ
　有料広告掲載　110件

・広報紙及び市ホームページ
　有料広告掲載　120件

・広報紙及び市ホームページ
　有料広告掲載　130件

・広報紙及び市ホームページ
　有料広告掲載　140件

実績

・広報きたかた有料広告や市ホー
ムページバナー広告について募集
を実施。

　・広報紙   　  70件（総額○○円）
　　10,000円　　　○件
　　20,000円　　　○件
　・市ＨＰ　　　　24件（総額○○円）
　　10,000円　　　○件×12カ月

成果

　市の持つ情報発信媒体に広告を
有料で掲載するなどし、自主財源の
確保が図られた。

評価 Ａ

今後の方向性

　有料広告掲載件数次年度目標
110件の達成のため、広告掲載のＰ
Ｒ及び申請方法の周知を行う。

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

目標 ・横断的な連携に向けた取組を進め
る

実績

・課の室、班及び係内又は課内での
協力体制、本庁、総合支所間で定
期的に打ち合わせを行い情報交換
を行った。

１　庁内検討委員会等の設置
　　①　～　本部【○○課】
　　・・・・

成果

・本庁、総合支所間での情報を共有
することで、連携強化が図られた。
・庁内検討委員会等、全庁にわたる
横断的な組織を設置したことで、庁
内の方針決定に連携が図られた。
　・・・・・・・・

評価 実施

今後の方向性

　継続して取組むとともに、それぞ
れの横断的連携の進捗管理の整理
を行う。

5

記入例（数値目標なし）
※セルの大きさは適宜変更して記入してください。

記入例（数値目標あり）
※セルの大きさは適宜変更して記入してください。

(2) 歳入
の適正
確保に
向けた
取組

②　広告事業の②　広告事業の②　広告事業の②　広告事業の
推進推進推進推進

・自主財源確保のた
め、広報紙、ホーム
ページへの有料広告の
掲載等を推進する。
・新たな分野における
有料広告の掲載等につ
いて検討を行う。

同左 ・自主財源の確保

企画調整課
水道課
高齢福祉課
関係各課

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
目標及び取組実績等

取組効果 担　当　課　No.

取組効果 担　当　課　

24

No.

企画調整課
関係各課

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
目標及び取組実績等

(3) 横断
的な組
織連携と
人材育
成等の
推進

①　横断的な組織①　横断的な組織①　横断的な組織①　横断的な組織
連携の推進連携の推進連携の推進連携の推進

　多様化・複雑化する行
政需要に対応するた
め、課を越えた横の連
携を推進する

・プロジェクトチーム、検討
委員会等の活用

・事務事業の円滑
な実施
・多様な行政需要
への対応

平成29年度の取組の結果を記入平成29年度の取組の結果を記入平成29年度の取組の結果を記入平成29年度の取組の結果を記入
してください。してください。してください。してください。

取組の結果もたらされた効果や取組の結果もたらされた効果や取組の結果もたらされた効果や取組の結果もたらされた効果や
成果を記入してください。成果を記入してください。成果を記入してください。成果を記入してください。

数値目標がある計画については、（実績値/目標値×100）の値数値目標がある計画については、（実績値/目標値×100）の値数値目標がある計画については、（実績値/目標値×100）の値数値目標がある計画については、（実績値/目標値×100）の値
について、それぞれ以下の４段階で評価してください。について、それぞれ以下の４段階で評価してください。について、それぞれ以下の４段階で評価してください。について、それぞれ以下の４段階で評価してください。

　　　　　達成度　A　（90%以上）　　　　　達成度　A　（90%以上）　　　　　達成度　A　（90%以上）　　　　　達成度　A　（90%以上）
　　　　　達成度　B　（90%未満 ～ 70%以上）　　　　　達成度　B　（90%未満 ～ 70%以上）　　　　　達成度　B　（90%未満 ～ 70%以上）　　　　　達成度　B　（90%未満 ～ 70%以上）
　　　　　達成度　C　（70%未満 ～ 50%以上）　　　　　達成度　C　（70%未満 ～ 50%以上）　　　　　達成度　C　（70%未満 ～ 50%以上）　　　　　達成度　C　（70%未満 ～ 50%以上）
　　　　　達成度　D　（50%未満）　　　　　達成度　D　（50%未満）　　　　　達成度　D　（50%未満）　　　　　達成度　D　（50%未満）

実績を踏まえ、次年度以降の計画について、方向性や改善ポイ実績を踏まえ、次年度以降の計画について、方向性や改善ポイ実績を踏まえ、次年度以降の計画について、方向性や改善ポイ実績を踏まえ、次年度以降の計画について、方向性や改善ポイ
ントを記入してください。ントを記入してください。ントを記入してください。ントを記入してください。

数値目標がない計画については、それぞれ以下の４段階で評数値目標がない計画については、それぞれ以下の４段階で評数値目標がない計画については、それぞれ以下の４段階で評数値目標がない計画については、それぞれ以下の４段階で評
価してください。価してください。価してください。価してください。

　　　　　・実施　　　　　・実施　　　　　・実施　　　　　・実施
　　　　　・一部実施　　　　　・一部実施　　　　　・一部実施　　　　　・一部実施
　　　　　・検討中　　　　　・検討中　　　　　・検討中　　　　　・検討中
　　　　　・未実施　　　　　・未実施　　　　　・未実施　　　　　・未実施

※未実施の場合は、その理由も記載願います。※未実施の場合は、その理由も記載願います。※未実施の場合は、その理由も記載願います。※未実施の場合は、その理由も記載願います。



大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

目標

①2018年（平成30年）２月に
コンビニ交付の運用を開始

②市民への周知・拡大

　

実績

①交付実績
 ・2月　14店舗で37件39部の交付
 ・3月　17店舗で41件44部の交付

②周知用のチラシを作成し、各戸配付
及び市のHPに掲載、またインフォメー
ション喜多方市（FMきたかた）により周
知を図った。

成果

全国のキオスク端末のあるコンビニで
午前6時30分から午後11時までメンテ
ナンス時以外は休日でも交付が受け
られるようになり、市民及び本籍地が
喜多方にある市外在住者へのサービ
ス向上を図ることができた。

評価
①：実施
②：実施

今後の方向性
継続して市民への周知を行い、利用の
拡大を図る。

目標

①窓口における普及活動の
実施

　
②人口に対する交付率　8.0%

（変更前）
②人口に対する交付率　8.5%
（変更後）
②人口に対する交付率　9.0%

（変更前）
②人口に対する交付率　9.0%
（変更後）
②人口に対する交付率　9.5%

（変更前）
②人口に対する交付率　9.5%
（変更後）
②人口に対する交付率　10.0%

（変更前）
②人口に対する交付率　10.0%
（変更後）
②人口に対する交付率　10.5%

実績

①本庁及び各支所にポスターを掲示、
また市のHPに掲載した。

②人口に対する交付率
7.9%（平成30年３月31日時点）

成果

周知により公的な身分証明書として勤
務先へ提示するなど市民の社会生活
への浸透を図ることができた。
マイナンバーカードの交付によりコンビ
ニ交付サービスの活用がされ、市民
サービスの向上を図ることができた。

評価
①：実施
②：A

今後の方向性
交付率9.0%以上達成に向け、窓口に
おける普及活動を継続する。

・各種証明書の取得
における市民サービ
スの向上
・事務事業の効率化

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

No.
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
目標及び取組実績等

取組効果 担当課　

市民課
税務課

マイナンバーカードの
普及

1
(1) 市民サービ
スの向上の取
組

①　コンビニ交付サー
ビスの実施と利用の
推進

　コンビニ交付サービ
スの実施と市民への
周知、利用者拡大に
向けた取組を実施す
る。

コンビニ交付サービス
（住民票の写し、住民
票記載事項証明書、
印鑑登録証明書、戸
籍証明書、戸籍の附
票の写し、所得・課税
証明書等）

1 ページ



大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

No.
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
目標及び取組実績等

取組効果 担当課　

目標
計画の策定に向けた検討を行う。 計画の策定 計画に基づく施策の推進

　 　

実績 計画策定に向けた検討を行った。

成果

検討段階であり具体的な成果には結
びついていないが、各課の課題等、計
画に盛り込む内容について洗い出しが
できた。

評価 検討中

今後の方向性
検討した内容を基に計画の策定を進
め、平成30年度の策定完了を目指
す。

目標

①「V-Low災害情報連携システム」の
構築

②戸別受信機4,000台の配布

（変更前）
戸別受信機12,000台の配布
（変更後）
戸別受信機16,000台の配布

屋外拡声設備14箇所 屋外拡声設備30箇所

実績

①「V-Low災害情報連携システム」を
構築するとともに、V-Lowの喜多方中
継所を整備した。

②戸別受信機については、V-Lowマ
ルチメディア放送事業者の開局時期を
考慮し、各世帯への配付を平成30年４
月からとした。

成果
V-Lowによる防災行政無線の代替手
段を確保し、戸別受信機により災害情
報等を伝達する準備が整った。

評価
①：実施
②：D（平成30年４月より各世帯へ配付
開始予定）

今後の方向性
災害情報連携システムを確実に運用
するとともに、戸別受信機の配布を進
める。

目標

母子保健関係の健診や予防
接種等の情報発信、予防接種
スケジュール管理サービスの
提供等により、母子の健康管
理を支援し安心して楽しく子育
てができる環境を整備する。

　 　

実績
利用者（累計：192人）
　実人数：157人（家族共有8件）

成果
アプリサービスの提供により、安心して
子育てができる環境づくりを図ることが
できた。

評価 実施

今後の方向性
積極的な利用勧奨と市の子育て情報
等の発信により活用ユーザーを増やし
ていく。

情報政策課

「親子みんべぇ健康ア
プリ」サービスの提供

保健課

・市民サービスの向上
・事務事業の効率化

2
(1) 市民サービ
スの向上の取
組

②　ICTを活用した
サービスの向上

　市民サービスの向
上を図るため、各種事
務事業においてICTを
活用したサービスを検
討、実施する。

　ICTを 利活用した施
策等について「喜多方
市高度情報化計画」
を策定し、情報化施策
を推進する。

情報政策課
関係各課

「Ｖ－Ｌｏｗ災害情報連
携システム」の整備

2 ページ



大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

No.
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
目標及び取組実績等

取組効果 担当課　

目標

血圧計を利用し、かかりつけ
医による血圧管理及び血圧
コントロールによる高血圧の
改善を図り重症化を予防する。

　 特定健診収縮期血圧140以上の割合
17.5％以下

実績 血圧計貸出数　163台

成果

利用者が家庭で測定した血圧データを
かかりつけ医による血圧管理・診療に
結び付け、生活習慣の改善等による
市民の健康維持に寄与している。

評価 実施

今後の方向性
各医療機関から利用者への血圧計貸
出を継続し、血圧管理・指導等を行う。

目標
eLTAＸシステムを利用した地方
税共通納税システム導入の
検討

運用開始予定（10月）

実績
導入に向けてベンダー（システム提供
事業者）と協議し、基幹系システムの
改修と連携方法について検討した。

成果
電子納税の導入に向けた準備を進め
ることができた。

評価 検討中

今後の方向性
３月にシステムの仕様暫定版が提示さ
れたことから、今後連携方法等を決定
し、システム改修及び試験を行う。

目標

ワークショップを開催し、市民意見を踏
まえたうえで、コンパクトシティを検討
するとともに立地適正化計画に向けた
検討を行う。

①立地適正化計画の策定

②誘導地域の設定

実績

・各種基礎データの収集と都市の現状
把握及び将来見通しにおける都市構
造上の課題の分析を行った。

・庁内検討委員会、策定委員会を設置
し、協議を行った。

成果
喜多方市の立地適正化計画の策定に
おける課題解決の方向性を検討した。

評価 検討中

今後の方向性
平成30年度の立地適正化計画の策定
に向け、引き続き検討を行う。

2

(1) 市民サービ
スの向上の取
組

②　ICTを活用した
サービスの向上

　市民サービスの向
上を図るため、各種事
務事業においてICTを
活用したサービスを検
討、実施する。

かかりつけ医による家
庭内血圧見守り

・市民サービスの向上
・事務事業の効率化

保健課

eLTAＸシステムの導
入の検討及び運用

税務課

3
③　コンパクトシティの
取組

　人口減少を踏まえ、
今後の都市計画とし
て、コンパクトシティ・
プラス・ネットワークの
検討を行う。

立地適正化計画の策
定

・コンパクトシティや効
率的な都市づくりに向
けた市民の理解の醸
成
・住民意見を反映した
立地適正化計画の策
定

建設課
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大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

No.
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
目標及び取組実績等

取組効果 担当課　

目標

①喜多方市地域公共交通再編実施計
画策定調査事業の実施（市街地にお
ける循環路線の形成や予約型乗合交
通の運行見直し等の検討を行う）

②1日当たりの公共交通利用者数
290人

①喜多方市地域公共交通再編実施計
画の策定及び再編に向けての取組の
実施

②1日当たりの公共交通利用者数
310人

①喜多方市地域公共交通
再編実施計画に基づく再編
取組の実施

②1日当たりの公共交通利用者数
325人

　
②1日当たりの公共交通利用者数
345人

　
②1日当たりの公共交通利用者数
360人

実績

①喜多方市地域公共交通再編実施計
画策定調査事業を実施した。

②1日当たりの公共交通利用者数
　277人　達成率　95.5％

≪路線バス≫
　塩川線（87人）、熊倉線（10人）、坂下線
（38人）、荻野線（５人）、裏磐梯線（32人）

≪予約型乗合交通≫
　・喜多方地区(目標値 68人)
　　利用人数　57.4人（達成率　84.4％）
　・熱塩加納地区(目標値 23人)
    利用人数　30.8人（達成率　133.9％）
　・塩川地区(目標値 27人)
    利用人数  2.7人（達成率　10.0％）
　・山都地区(目標値 10人)
    利用人数　10.7人（達成率　107.0％）
　・高郷地区(目標値 ５人)
    利用人数　2.9人（達成率　58.0％）

  ・全地区(目標値 133人)
    利用人数104.4人 （達成率　78.5％）

成果

遠距離通学・通園の支援事業（学校教
育課）への対応を行うなど、公共交通
の充実を図ることで、1日当たりの利用
者数の増加を図ることができた。
 平成28年度 　　　平成29年度
　　271人　　　 　　　277人

評価
①：実施
②：Ａ

今後の方向性

喜多方市地域公共交通網形成計画並
びに再編実施計画を策定し、計画を基
に公共交通全般の運行見直し等の検
討を行いながら、利用者数の増加を図
る。

目標

組織体制のヒアリングを実施し、
業務量等の把握を行うとともに、
各種施策・事務事業の効率的・
効果的な推進に向けた組織体制
の構築を図る。

　 　 　 　

実績

重点事業または課題等へ対応するた
め、平成29年４月１日付けで組織見直
しを行い、参事兼こども課長および建
設部建設課に立地適正化計画担当の
主幹を配置した。

成果
子育て支援、まちづくり等の重点施策
の推進を図ることができた。

評価 実施

今後の方向性

引き続きヒアリングを実施するなど現
状把握に努め、効率的・効果的な行政
運営の推進に向けた組織体制の構築
を図る。

生活防災課

5
⑤　組織機構等の見
直し

  市民ニーズ、社会状
況の変化や多様化す
る行政需要に即応し
た施策を総合的かつ
機動的に展開できる
体制を構築する。

同左

・効率的・効果的な行
政運営の推進
・市民に分りやすい組
織体制の構築

総務課

4

(1) 市民サービ
スの向上の取
組

④　公共交通の充実
　まちづくりと連携し、
公共交通ネットワーク
の再構築を行う。

同左
市民の日常生活を支
える公共交通網の実
現
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大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

No.
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
目標及び取組実績等

取組効果 担当課　

目標 市民の意見の把握と反映
　 　 　 　

実績

○パブリックコメントの実施
7件のパブリックコメントを実施した。

 ・喜多方市地域公共交通網形成計画
（案）
【生活防災課】
 ・喜多方市行政改革大綱（案）
 ・喜多方地方定住自立圏共生ビジョン
（案）
 ・喜多方市再生可能エネルギービジョ
ン（案）
【企画調整課】
 ・喜多方市農林業ビジョン（案）
【農業振興課】
 ・第3次喜多方市障がい者計画・第5
期喜多方市障がい福祉計画・第1期喜
多方市障がい児福祉計画（素案）
【社会福祉課】
 ・喜多方市高齢者福祉計画・第７期喜
多方市介護保険事業計画（素案）
【高齢福祉課】

○懇談会等の開催
市民参加の懇談会等を実施するなど
市民参画に向けた取組を行った。

 ・農林業ビジョン策定懇話会（合計６
回開催）【農業振興課】

成果

政策決定過程において、市民参画を
推進することができた。また、市民意
見を集約し、計画策定等に反映させる
ことができた。

評価 実施

今後の方向性

引き続き意見の把握と反映に努めて
いく。
パブリックコメント等の結果を踏まえて
条例や計画を制定する。

目標

①基本計画に基づく実施計画の策定
及び各種事業の実施

②各種委員会女性登用率　40%

①計画に基づく施策の推進

実績

①実施計画を策定し（平成29年９月）、
64事業実施した。

②各種委員会女性登用率
　・委員会数　　　39組織
　・委員総数　　 452人
　・女性数　　　  135人
　・女性登用率　 29.9%
(平成29年４月１日現在）

成果
各種委員会女性登用率は目標を下
回っているが、政策決定過程において
女性参画の推進を図ることができた。

評価
①：実施
②：Ｂ

今後の方向性

女性登用率目標40%達成のため、各課
等に各種委員会の改選時には女性の
登用を積極的に図るよう依頼し、継続
して女性参画機会の拡大を進めてい
く。

企画調整課
関係各課

7
②　男女共同参画社
会の推進

　男女共生社会を推
進するため、男女共
同参画基本計画及び
実施計画に基づき、
各種事業を実施す
る。

同左
男女共同参画社会づ
くりの実現

企画調整課
関係各課

6

(2) 市民との協
働によるまち
づくり

①　市民の意見・意向
の把握

　各計画等の策定及
び改定作業等におい
てパブリックコメント等
の手法を用い、市民
の意見を把握するとと
もにその反映を図る。

・パブリックコメントの
実施
・ワークショップや懇
談会の開催　等

開かれた市政や市民
との協働によるまちづ
くりの実現
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大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

No.
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
目標及び取組実績等

取組効果 担当課　

目標
市民との協働体制の推進に
向けた取組を進める。

　 　 　 　

実績

・市民活動支援事業
喜多方市市民活動支援センター補助
金（3,886千円）を運営主体であるNPO
法人喜多方市民活動サポートネット
ワークに交付し、協働の取組を推進し
た。
【生活防災課】

・一斉清掃の実施
行政区長の協力を得て、市民参加型
の一斉清掃を実施した。
【環境課】

・都市公園等の清掃及び除草、トイレ
清掃
地元行政区や団体とのサポート協定
を締結し、取組を継続して行った。
【建設課】

成果

・協働のパイプ役となる市民活動支援
センターで、補助金制度、ボランティア
活動等に対する相談を随時受け付け
た。
【生活防災課】

・地区の協力のもと、環境美化・美しい
まちづくりの推進を図ることができた。
【環境課】

・公園等に対する愛護意識の高揚及
び環境美化を図ることができた。
【建設課】

評価

・市民活動支援事業：実施【生活防災
課】

・一斉清掃の実施：実施【環境課】

・都市公園等の清掃及び除草、トイレ
清掃：実施【建設課】

今後の方向性

・引き続き取組を行い、協働の推進を
図る。
【生活防災課】

・引き続き取組を行う。
【環境課】

・サポート協定団体の構成員の高齢化
に伴い、活動の縮小化が懸念される
ので、今後の方向性を協定団体ととも
に見出していく。
【建設課】

生活防災課
環境課
建設課
関係各課

・市民活動支援事業
の実施
・市民参加による一斉
清掃の実施
・行政区や団体等によ
る都市公園等の清掃
及び除草、トイレ清掃
等

(2) 市民との協
働によるまち
づくり

③　協働体制の推進8

　市民と行政の役割
分担と責務の関係、
市民参加のあり方を
検討し、行政と市民の
パートナー関係による
協働のまちづくりを進
める。

・市民との協働による
まちづくりの実現
・行政だけでは解決で
きない課題への対応
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大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

No.
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
目標及び取組実績等

取組効果 担当課　

目標

①第１層協議体の設置（市全域）
　 第２層協議体の設置（民生児童委
員活動エリア13地区）

②第２層生活支援コーディ
ネーターの配置
※第１層：市町村区域
※第２層：日常生活圏域（中学校区
域）

① 第１層協議体の設置
　  第２層協議体の設置

②第２層生活支援コーディ
ネーターの配置

　 　

実績

①生活支援の必要性等に関する学習
会を開催したが、情報の共有及び連
携強化の場となる協議体の設置まで
には至らなかった。

②第２層生活支援コーディネーターの
配置に向け、喜多方市社会福祉協議
会と協議を行った。

成果

①平成29年５月高齢者に寄りそうまち
づくり学習会を開催し、協議体の設置
に向けた理解を深めることができた。
（参加者：48名）

②平成30年４月より第２層生活支援
コーディネーター１名の配置に向け準
備を進めることができた。

評価
①：一部実施
②：一部実施

今後の方向性

①第１層及び第２層協議体の設置に
向け取り組む。

②第２層協議体の設置に合わせ、第２
層生活支援コーディネーターを配置す
る。

目標

①喜多方市市民活動支援
センターへの支援

②ＮＰＯ法人、ボランティア団体との協
働事業数
　目標数：20事業

②ＮＰＯ法人、ボランティア団体との協
働事業数
　目標数：21事業

②ＮＰＯ法人、ボランティア団体との協
働事業数
　目標数：22事業

②ＮＰＯ法人、ボランティア団体との協
働事業数
　目標数：23事業

②ＮＰＯ法人、ボランティア団体との協
働事業数
　目標数：25事業

実績

①NPO法人喜多方市民活動サポート
ネットワークに対し、喜多方市市民活
動支援センター補助金による支援を行
い、次に掲げる事業を実施した。
 ・市民活動団体の実態調査
 ・広報紙の発行（年５回）
 ・ホームページによる市民活動団体
の活動情報、各種補助金情報等の提
供（随時更新）
 ・人材育成のための各種講座の開催
 ・会員拡大に向けた入会の促進
 ・市民活動フェスティバルの開催
 ・市民活動団体情報交換会の開催

②ＮＰＯ法人、ボランティア団体との協
働事業数　18事業

成果

各種事業を行うことにより、ボランティ
ア団体やＮＰＯ法人への支援を実施
し、市民活動の推進を図ることができ
た。

評価
①：実施
②：Ａ

今後の方向性
継続して取り組むとともに、NPO法人
については取得を検討している団体へ
の支援を実施していく。

・高齢者が住み慣れ
た地域で生活できるよ
う、生活支援サービス
の提供体制の構築に
向けて、多様な主体
が参画する定期的な
情報の共有・連携強
化の場として協議体を
設置する。
・併せて生活支援コー
ディネーターを配置す
る。

高齢福祉課

9

④　ＮＰＯ・ボランティ
ア活動団体・行政区
や市民団体等への支
援と連携

　ボランティア・市民活
動への行政の支援の
あり方の検討及び支
援をするとともに、ボ
ランティア団体やＮＰ
Ｏ法人と連携し、市民
活動の推進を図る。

同左
市民団体との協働に
よるまちづくりの推進

生活防災課

③　協働体制の推進

　市民と行政の役割
分担と責務の関係、
市民参加のあり方を
検討し、行政と市民の
パートナー関係による
協働のまちづくりを進
める。

8

・市民との協働による
まちづくりの実現
・行政だけでは解決で
きない課題への対応

(2) 市民との協
働によるまち
づくり
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大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

No.
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
目標及び取組実績等

取組効果 担当課　

目標

横断的な連携に向けた取組を
進める。

成果

全庁にわたる横断的な組織により意
見交換等を行うことで、情報共有の強
化や事業の進め方等において連携を
図ることができた。

評価 実施（一部未実施）

今後の方向性
継続して横断的な組織連携を図ってい
く。

企画調整課
関係各課

10

(3) 横断的な
組織連携と人
材育成等の推
進

①　横断的な組織連
携の推進

　多様化・複雑化する
行政需要に対応する
ため、課を越えた横の
連携を推進する。

プロジェクトチーム、
検討委員会等の活用

・事務事業の円滑な
実施
・多様な行政需要へ
の対応

実績

庁内検討委員会等の設置

○平成29年に開催があったもの
 ・旧福島県立喜多方商業高等学校跡
地及び旧福島県立喜多方病院跡地整
備計画プロジェクトチーム
 ・喜多方市再生可能エネルギービジョ
ン策定庁内連絡会議
【企画調整課】
 ・喜多方市公共施設等総合管理推進
本部
【財政課】
 ・市営墓地整備等庁内検討委員会
【環境課】
 ・障がい者計画等策定庁内検討委員
会
【社会福祉課】
 ・新工業団地整備推進プロジェクト
チーム
【商工課】
 ・第２次国土利用計画策定本部
 ・喜多方市立地適正化計画庁内検討
委員会
 ・喜多方市立地適正化計画策定業務
に係るプロポーザル審査委員会
【建設課】
 ・喜多方市立小・中学校適正配置等
庁内検討委員会【学校教育課】

○設置はしているが、平成29年に開催
がなかったもの
・喜多方市社会保障・税番号制度対策
プロジェクトチーム
・喜多方市高度情報化計画策定委員
会
【情報政策課】
・喜多方市生活困窮者自立支援庁内
事業運営連携会議
【社会福祉課】
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大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

No.
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
目標及び取組実績等

取組効果 担当課　

目標

喜多方市職員研修計画に基づ
き実務教養研修、研修所への
派遣研修等を行う。
研修計画は、行政課題や業務
遂行に必要な能力開発の研修
受講など、毎年見直しを行う。

実績

○派遣研修　（延べ184名）
　・ふくしま自治研修センター
　　延べ122名
　・その他派遣研修
　　延べ62名

○実務教養（職場内）研修
　・25回　延べ923名

成果
職員の資質向上と知識・技能を修得す
ることができた。

評価 実施

今後の方向性
研修内容のレベルアップを図りながら
継続して実施していく。

目標

毎年一定数以上の提案件数を
目指す。

　・提案件数：20件

実績
　・提案件数：18件
　　（うち採用件数　６件）

成果
新任係長、人事交流等より復帰した職
員を中心に、おもてなし意識向上をね
らいとした提案が多く提出された。

評価 Ａ

今後の方向性
職員の意識改革、市民サービス向上
につながるため、継続して実施してい
く。

目標
県等との人事交流を行う。

実績

○人事交流

　・福島県　２名
　・磐梯町　１名

※上記のほか、福島県の東京事務
所、建設事務所、広域連合へ職員を
派遣している。

成果
職員の資質向上、相互理解と連携強
化を図ることができた。

評価 実施

今後の方向性
県等との人事交流を継続し、さらに国
との実施に向け調整を行う。

　市の施策及び事務
事業の改善に関する
提案を奨励することに
より、職員の市政に対
する参画意識の高揚
及び行政効果の向上
を図るため、職員提案
制度を実施する。

同左
・執務環境の改善
・行政経費節減
・市民サービスの向上

総務課

13
④　地方公共団体等
との人事交流

　自己啓発や人材育
成、効果的な施策推
進等を図るため、地方
公共団体等との相互
間の人事交流を行う。

同左
・効果的な業務遂行
・人材育成による職員
の資質向上

11
②　人材育成基本方
針に基づく研修の実
施

　「喜多方市人材育成
基本方針」に基づく職
場内研修及び実務研
修機会の充実を図り、
自己啓発等と人材育
成の観点に立った人
事管理を行う。

・喜多方市職員研修
計画に基づき、実務
教養研修、研修所へ
の派遣研修等を行う。
・研修計画は、行政課
題や業務遂行に必要
な能力開発の研修受
講など、毎年見直しを
行う。

・職員の資質の向上
・市民サービスの向上

総務課

12
③　職員提案制度の
推進

(3) 横断的な
組織連携と人
材育成等の推
進

総務課
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大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

No.
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
目標及び取組実績等

取組効果 担当課　

目標

①第３次定員適正化計画に基づく定
員管理を行う。
　2018年（平成30年）４月1日　定員数
510人

②第４次定員適正化計画策定作業を
行う。

①第４次定員適正化計画の策定

②第４次定員適正化計画に
基づき定員管理を行う。

　 　 　

実績

①平成３０年４月１日定員数

　・計画人数　５１０人
　・実績　　　  ５０６人

②第４次定員適正化計画の策定作業
を行った。

成果

定員の適正化を図るとともに、平成30
年度当初の策定完了に向け、第４次
定員適正化計画の策定作業を行っ
た。

評価
①：Ａ
②：実施

今後の方向性 引き続き適正な定員管理に努める。

目標

①全職員を対象とした人事
評価の実施

②評価者、被評価者を対象
とした研修等を継続し、制度
に対する理解を深めるとと
もに、評価の精度向上を図る。

　 　 　

実績

①年間スケジュールに基づき、人事評
価を実施した。

②人事評価制度の研修の実施
　・新任係長職、新規採用職員を対象
に制度等の研修会を実施
　２回（参加者49名）
　・評価者研修を実施
　８回（参加者189名）

成果
評価者、被評価者ともに制度の定着
が図られてきている。

評価
①：実施
②：実施

今後の方向性
研修は継続的に実施し、評価の精度
向上と着実な実施を行っていく。

15 ⑥　人事評価の実施

　能力・実績に基づく
人事管理の構築に向
け、客観的で公正性
や透明性が高く、実効
性のある人事評価制
度を行う。

同左

職員の能力開発、資
質向上と人材育成に
反映した組織の活性
化

14
⑤　定員適正化計画
に基づく定員管理

　職員数については、
社会情勢の変動を捉
え、事務事業の見直し
や類似団体の定員を
勘案した定員適正化
計画を策定し、職員定
数の適正管理を行う。

同左
・事務事業の円滑な
実施
・定員の適正化

総務課

(3) 横断的な
組織連携と人
材育成等の推
進

総務課

10 ページ



大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

No.
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
目標及び取組実績等

取組効果 担当課　

目標

①改正省エネ法で対象とされる
エネルギー（電気、重油、灯油
及びガス）の削減について、職員
の意識向上を図る。

②二酸化炭素排出量を２%削減する
（2016年度（平成28年度）対比）

（参考）
※2016年度（平成28年度）二酸化炭素
排出量 　1,007,542.39kg
※新庁舎２年目の2016年度（平成28
年度）を基準として、2030年度までに
26%削減を目標として設定している。

　
②二酸化炭素排出量を４%削減する
（2016年度（平成28年度）対比）

　
②二酸化炭素排出量を６%削減する
（2016年度（平成28年度）対比）

　
②二酸化炭素排出量を８%削減する
（2016年度（平成28年度）対比）

　
②二酸化炭素排出量を10%削減する
（2016年度（平成28年度）対比）

実績

①市環境マネジメントシステムの運用
により、各実行部門において環境推進
員と独自目標を設定し、実施結果を事
務局（環境課）へ報告するとともに、点
検・見直しを行い、環境配慮活動の推
進を図った。
事務局において、環境マネジメントマ
ニュアルの改訂に取り組んだ。

②二酸化炭素排出量：1,003,178.51kg
　平成28年度排出量対比 0.43%削減
　（目標達成率　21.5%）

成果

各実行部門の環境推進委員が環境記
録をとりまとめ環境管理責任者及び課
員へ周知して環境負荷低減への意識
向上を図ることができた。

評価
①：実施
②：D

今後の方向性

全職員を対象とした環境に関する研修
会を実施し、職員一人一人の意識向
上を図る。
実績を環境管理委員会に諮り、取組
の点検・見直しを図る。
内部監査を引き続き行う。

16
⑦　環境マネジメント
システムの推進

　市環境マネジメント
システムの運用によ
り、省資源・省エネル
ギー活動の実践等に
より、環境負荷の低減
と職員の意識の向上
を図る。

同左

・省資源、省エネル
ギーによる環境負荷
の低減
・職員の環境負荷低
減活動に対する意識
の向上

環境課

(3) 横断的な
組織連携と人
材育成等の推
進
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大綱２　健全な財政運営

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

目標

①基本計画審議会による
施策評価を実施する。

②事務事業評価について、
担当部課及び事務事業評
価推進本部会議による内部
評価、外部評価委員会によ
る外部評価を実施する。

実績

事務事業評価については、全591事業
のうち、除外規定を考慮して、340事業
から1次評価対象を66事業選定し、担
当課内で評価を実施した。また、事務
事業評価推進本部会議において、66
事業のうち21事業を選定し、２次評価
を実施した。2次評価対象事業の中か
ら、６事業を選定し、外部評価委員会
での評価を実施した。

成果
外部評価委員会等からの評価に基づ
き、各課の事務事業内容の見直を
行った。

評価
①：実施
②：実施

今後の方向性

総合計画の着実な推進と行政外部か
らの客観的意見を施策に反映するた
め、引き続き事務事業の内部評価及
び外部評価を実施する。

目標

①実質公債費比率
　　8.8%

②将来負担比率
　　75.4%

①実質公債費比率
　　8.8%

②将来負担比率
　　81.5%

①実質公債費比率
　　8.6%

②将来負担比率
　　91.2%

①実質公債費比率
　　8.6%

②将来負担比率
　　95.7%

①実質公債費比率
　　8.9%

②将来負担比率
　　95.5%

実績

①実質公債費比率
　　8.7%

②将来負担比率
　　48.5%

成果
財政健全化の推進のため、中期財政
計画の適正実施を進めることにより、
健全な財政運営を図ることができた。

評価
①：Ａ
②：Ａ

今後の方向性
引き続き、健全な財政運営を図ってい
く。

17 ①　行政評価の推進

財政課健全財政の維持同左

　中期財政計画を策
定し、計画的な事業の
実施と健全な財政運
営を図る。

②　中期財政計画の
策定・公表

目標及び取組実績等

同左 企画調整課
総合計画の推進及び
事務事業の効率的な
見直し

　PDCAサイクルを活
用した行政評価シス
テムにより、総合計画
の進捗状況や事務事
業の評価・検証を行
う。また、外部の委員
による評価を行い、意
見を反映させていく。

取組効果 担当課　No.
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

18

(1) 効率的・効
果的な行財政
運営
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大綱２　健全な財政運営

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

目標及び取組実績等
取組効果 担当課　No.

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

目標

①統一的新地方公会計制度
による財務諸表（決算ベース）
の作成

②統一的新地方公会計制度
の活用の検討

実績
統一的な基準による地方公会計制度
に基づいた財務書類を作成し公表した
（平成28年度決算）。

成果

統一的な基準による地方公会計の整
備が図られ、より正確に資産と負債及
び行政コストを把握することができ、財
政の適正化及び効率化を図ることがで
きた。

評価 実施

今後の方向性
統一的新地方公会計制度の活用を検
討する。

目標

公共工事の発注・施行時期
の平準化を図り、適正な工期
の確保に資するため、債務
負担行為を活用し、当該年度
に発注に係る準備を行う。

実績

平成28年度に14件の債務負担行為
（ゼロ市債）を設定し、平成29年度の
早期発注により、施工時期等の平準
化を図った。
【財政課、関係各課】

成果

債務負担行為を活用し、公共工事の
施行時期等の平準化を図ることができ
た。
【財政課、関係各課】

評価 実施【財政課、関係各課】

今後の方向性

引き続き、債務負担行為を活用し、公
共事業の発注、施工次期の平準化を
図っていく。
【財政課、関係各課】

財政課
契約管理課
関係各課

・建設業等の企業経
営の健全化（人材・機
材の実働日数の向上
等）
・発注に関わる事務作
業の平準化

同左

　債務負担行為を活
用し、年度当初の発
注量を増し、公共工事
の発注・施行時期の
平準化を図り、適正な
工期の確保に資す
る。

④　工事発注時期及
び施工時期の平準化

19

20

(1) 効率的・効
果的な行財政
運営

財政課
行財政運営の効率的
な運用

同左

　現在行っている地方
公会計制度による財
務諸表の作成から統
一的新地方公会計制
度への移行に向けた
取組を行う。

③　統一的な基準に
よる地方公会計の整
備と活用
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大綱２　健全な財政運営

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

目標及び取組実績等
取組効果 担当課　No.

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

目標
指針の策定 指針に基づき運用を行う。

実績
公用車管理指針を策定した（平成29年
12月）。

成果
公用車管理指針に基づき、公用車の
更新を行い、効率的な運用を図ること
ができた。

評価 実施

今後の方向性
指針を基に、適正な公用車の管理を
図っていく。

目標
指針の策定に向けた検討を行う。 指針の策定 指針に基づき適正化を図る。

実績
予算査定時において、各種負担金の
あり方等について聴取した。併せて、
指針の策定に向け検討した。

成果

指針については、現在策定中であり、
具体的な成果にはいたっていないが、
予算査定時のヒアリングにより、各種
負担金のあり方等について適正化を
図ることができた。

評価 検討中

今後の方向性 引き続き、策定に向け検討していく。

目標

売却が可能な土地等の調査
を進め、処分可能な財産の
売却や貸付を図る
（遊休地・貸付地・法定外財
産等）。

　・目標額：1,000千円

実績

平成29年度において、３件の遊休資産
の売却を行った。
・熱塩加納町熱塩地内(宅地）
　1件　18.20㎡　　　59,800円
・慶徳町山科地内(宅地）
　1件　182.83㎡　　744,082円
・字押切三丁目地内(宅地）
　1件　345.56㎡　　5,252,512円

成果

目標額1,000千円の約605%の売却と
なった。売却合計額 6,056,394円とな
り、自主財源の確保を図ることができ
た。

評価 Ａ

今後の方向性
引き続き遊休資産の売却を進めてい
く。

財政課
・維持管理費の削減
・自主財源の確保

同左

　売却が可能な土地
等の調査を進め、処
分可能な財産の売却
や貸付を図る。
（遊休地・貸付地・法
定外財産等）

①　市有財産活用の
推進

同左

削減・縮小、新規の設
定及び終期の設定に
よる負担金、補助金、
交付金の適正化

21

22

23

(1) 効率的・効
果的な行財政
運営

(2) 歳入の適
正確保に向け
た取組

⑥　負担金・補助及び
交付金の適正化

財政課
関係各課

・車両の有効活用
・車両の計画的な更
新、管理による効率的
な運用

財政課同左

　公用車の適正配置
と効率的な運行を図
るため、公用車管理
指針を策定し、運用す
る。

⑤　公用車管理指針
の策定と運用

　社会情勢の変化や
行政の責任範囲、経
費の負担のあり方・行
政効果等を踏まえ、負
担金補助及び交付金
に係る指針の策定を
行う。
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大綱２　健全な財政運営

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

目標及び取組実績等
取組効果 担当課　No.

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

目標

①広報紙及び市ホームページ
　有料広告掲載　100件
　広告掲載料　　 100万円

②水道課ホームページ
　広告掲載件数　　３件

③「太極拳ゆったり体操」
DVD付き手引書　　300冊

①広報紙及び市ホームページ
　有料広告掲載　110件
　広告掲載料　　 110万円

①広報紙及び市ホームページ
　有料広告掲載　120件
　広告掲載料　　 120万円

①広報紙及び市ホームページ
　有料広告掲載　130件
　広告掲載料　　 130万円

①広報紙及び市ホームページ
　　有料広告掲載　140件
　　広告掲載料　　 140万円

実績

①広報紙及び市ホームページ
　掲載件数　100件
　　・広報紙　76件
　　・市ＨＰ  　24件
【企画調整課】

②水道課ホームページ
　広告掲載件数　　３件
【水道課】

③「太極拳ゆったり体操」ＤＶＤ付き手
引書　　319冊
【高齢福祉課】

成果

①広報紙及び市ホームページ広告掲
載料
1,120千円（広報紙　880千円、市ＨＰ
240千円）の自主財源の確保を図るこ
とができた。
　・広報紙　　10,000円　　　64件
　　　　　　　　 20,000円　　　12件
　・市ＨＰ　　  10,000円　　　24件
（昨年度実績　   94件 1,090千円）
（昨年度実績比　+6件　+30千円）
【企画調整課】

②水道課ホームページ広告掲載料
108千円（3,000円×12ヶ月×3件）の自
主財源の確保を図ることができた。
【水道課】

③介護予防のための太極拳ゆったり
体操ＤＶＤ付き手引書著作権料
51千円（＠160円×319冊）の自主財源
の確保を図ることができた。
【高齢福祉課】

評価
①：Ａ【企画調整課】
②：Ａ【水道課】
③：Ａ【高齢福祉課】

今後の方向性

①有料広告掲載件数次年度目標110
件の達成のため、広告掲載のＰＲ及び
申請方法の周知を行う。
【企画調整課】

②広告掲載の継続に努める。
【水道課】

③継続して取り組む。
【高齢福祉課】

企画調整課
水道課
高齢福祉課
関係各課

自主財源の確保同左

・自主財源確保のた
め、広報紙、ホーム
ページへの有料広告
の掲載等を推進す
る。
・新たな分野における
有料広告の掲載等に
ついて検討を行う。

②　広告事業の推進24
(2) 歳入の適
正確保に向け
た取組
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大綱２　健全な財政運営

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

目標及び取組実績等
取組効果 担当課　No.

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

目標

消費税10％の引き上げに向け、方針
の策定に関する検討を行う。

方針の策定 方針に基づく使用料及び手数料の見
直しを行う。

適用開始予定（４月１日）

実績
消費税10％の引き上げに向けて、全
体的な見直しの準備をした。

成果
準備段階であり、具体的な成果には
至っていないが、見直しの方向性につ
いて検討した。

評価 検討中

今後の方向性 引き続き準備を進める。

目標

①公共施設等のマネジメント
を継続的に推進するため、各
施設所管課が連携するととも
に、全庁的な推進を図る。

②全体的な必要機能や施設
規模の見直し等を行い、総量
の最適化を推進する。
※施設保有面積について、
2016年度（平成28年度）を
基準に３割の削減を目指す。

③個別施設計画の策定に向
け、施設の現状と課題の把握
を行う。

・個別施設計画の策定 ・個別施設計画に基づく対応

実績
個別施設計画策定に着手し、平成29
年度は施設カルテの整備を行った。

成果

現在、個別計画を策定中であり、具体
的な成果には結びついていないが、施
設カルテの整備等、今後の公共施設
等マネジメントの基礎資料の充実を図
ることができた。

評価
①実施
②実施
③実施

今後の方向性
施設カルテをベースに、引き続き個別
施設計画を策定する。

財政課
関係各課

適正な負担の確保同左

　各課において、負担
公平の原則や受益者
負担の原則を基本
に、使用料及び手数
料について方針に基
づき見直しをする。

③　使用料及び手数
料の適正化

財政課
関係各課

・安全かつ安心な施
設の提供
・市民サービスの向上
・将来の財政負担の
軽減・平準化

同左

　公共施設等総合管
理計画に基づき、中
長期的な視点に立っ
た維持補修や更新等
を行うための個別施
設計画を策定し、対応
する。

25

26
(3) 公共施設
マネジメントの
推進

(2) 歳入の適
正確保に向け
た取組

①　公共施設等総合
管理計画による公共
施設の管理等
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大綱２　健全な財政運営

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

目標及び取組実績等
取組効果 担当課　No.

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

目標

①譲渡可能な市有施設につ
いて、地区と協議を進め、譲
渡を行う。

②４施設の譲渡を行う。 ②３施設以上の譲渡を目指す。

実績

○無償譲渡施設(４施設)
・平成29年４月１日付けで川原鉱山集
会施設を譲渡した。
・平成29年７月１日付けで御林多目的
集会センター、赤崎多目的集会セン
ターを譲渡した。
【熱塩加納総合支所産業課】

・平成29年４月１日付けで下廻戸会館
を譲渡した。
【山都総合支所産業課】

○上記以外の施設
・寺内会館の無償譲渡が協議が整い、
喜多方市多目的集会施設等条例を改
正した。（平成30年３月）
・沼ノ平会館の無償譲渡の協議が整
い、国の承認を受けるべく調整中。
【山都総合支所】

・小土山集会施設の無償譲渡の協議
が整い、喜多方市多目的集会施設等
条例を改正した。（平成30年３月）
【高郷総合支所】

・舞台田集会所について、行政区長と
２回の意見交換を実施。
【商工課】

成果

新たに４施設を行政区へ譲渡し、無償
譲渡の推進が図ることができた。ま
た、行政区長に対し、市の方針につい
て周知を行った。
【企画調整課、関係各課】

評価
①実施【企画調整課、関係各課】
②Ａ【企画調整課、関係各課】

今後の方向性
今後も譲渡に向け、引き続き協議を
行っていく。
【企画調整課、関係各課】

企画調整課
農業振興課
社会福祉課
商工課
熱塩加納総合支所産
業課
山都総合支所住民課
山都総合支所産業課
高郷総合支所産業課

・施設の有効活用
・維持管理経費の削
減
・利用者負担の公平
性

同左

　利用者負担の公平
性等の観点から、譲
渡可能な市有集会施
設の行政区への無償
譲渡を推進する。

※2017年（平成29年）
４月１日
・譲渡可能施設：30施
設
・報告により譲渡可能
になる施設：21施設
・譲渡不可施設：19施
設
合計：70施設

27
(3) 公共施設
マネジメントの
推進

②　市有集会施設譲
渡の推進
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大綱２　健全な財政運営

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

目標及び取組実績等
取組効果 担当課　No.

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

目標

①道路や道路構造物等の持続
可能な維持管理を行う。

②一級市道の舗装補修の対策
率　（2021年度目標値50％）

　予定箇所：一ノ堰・大沢線

③橋りょうの修繕による対策数
　(2021年度目標値５件）

　予定箇所：大塩川橋

　予定箇所：一ノ堰・大沢線

　予定箇所：新町橋

　予定箇所：上三宮・譲屋線ほか

　予定箇所：堀切橋

　
　予定箇所：豊川・塩川線ほか

　予定箇所：上利根川橋

　予定箇所：大平・黒岩線ほか

　予定箇所：江戸塚橋

実績
・舗装補修：２件
・橋りょう補修：２橋

成果

・舗装補修について一ノ堰・大沢線の
360ｍを補修完了とした。
・橋りょう補修について大塩川橋及び
新町橋の一部補修を行なった。

評価
①実施
②実施
③実施

今後の方向性

舗装補修については一ノ堰・大沢線を
継続して取り組む。
橋 梁りょう補修については平成30年度
に大塩川橋及び新町橋の補修完了を
目指す。また一部を補修することによ
り判定Ⅱとなる橋梁を優先的に補修し
進捗率向上を図る。

目標

喜多方市公園長寿命化計画
に基づき、遊具等の改修を行
う。

　予定箇所：御清水公園、経壇公園、
天満公園

　
予定箇所：桜ガ丘公園ほか

　
予定箇所：常盤台公園ほか

　
予定箇所：さつきが丘公園ほか 　予定箇所：押切川公園ほか

実績

公園長寿命化計画に基づき、遊具等
の改修を行った。

　・御清水公園
　・経壇公園
　・天満公園

成果
老朽化した公園施設の整備を行うこと
により、安全対策の強化を図ることが
できた。

評価 実施

今後の方向性
喜多方市公園長寿命化計画に基づ
き、遊具等の改修を行っていく。

③　公共施設の長寿
命化の推進

　安全で快適に利用
できる公共施設の提
供と、財政の健全化
に向けた効率的・効果
的な改修、維持管理
等を推進する。

　市民生活や産業の
基盤である道路、橋
りょう等のインフラや
公営住宅等の公共施
設については、老朽
化による更新等に係
る経費が今後高い水
準で推移することが予
測されることから、長
寿命化対策に取り組
みながら、効率的な更
新を行う。

・安全で快適に利用で
きる公共施設の提供
・財政の健全化

建設課

建設課

28
(3) 公共施設
マネジメントの
推進
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大綱２　健全な財政運営

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

目標及び取組実績等
取組効果 担当課　No.

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

目標

喜多方市公営住宅等長寿命化計画の
策定

喜多方市公営住宅等長寿命
化計画に基づく市営住宅の
改修を行う。

予定箇所：下台団地５号棟の屋上防
水及び外壁改修

予定箇所：下台団地１号棟の屋上防
水及び外壁改修ほか

予定箇所：下台団地２号棟の屋上防
水及び外壁改修ほか

　

予定箇所：改良住宅の下水道接続工
事ほか

実績
喜多方市公営住宅等長寿命化計画を
策定した。（平成30年３月）

成果

市営住宅の老朽化や劣化による事故
を未然に防ぐとともに、長寿命化が図
られライフサイクルコストの縮減が期
待される。

評価 実施

今後の方向性
策定した計画に基づき、公営住宅の改
修を行う。

目標

水道事業におけるアセットマネジメント
（資産管理）の策定を行い、中長期的
な視点に立った水道施設の更新と資
金確保を図る。

経営戦略、アセットマネジメントに基づ
き、喜多方市水道事業ビジョン（仮称）
を策定する。

水道事業ビジョン（仮称）に
基づき、適切な維持管理を
行う。

実績
水道事業におけるアセットマネジメント
を策定した。

成果

アセットマネジメントの策定により、水
道ビジョン（仮称）策定への基本ベース
ができた。資産管理の長期的な方向
性を確認することができた。

評価 実施

今後の方向性
水道ビジョン（仮称）の策定を行い、中
長期的計画を図る。

目標

公共下水道処理施設のストック
マネジメント実施計画の策定

　・２処理場（熱塩、塩川浄化センター） 　・１処理場（山都浄化センター）

ストックマネジメント実施計画に
基づく改築
　
　・１処理場（喜多方浄化センター） 　・１処理場（喜多方浄化センター） 　・２処理場（喜多方、塩川浄化セン

ター）

実績

浄化センターの点検・調査の実施

　・熱塩浄化センター
　・塩川浄化センター

成果
上記２処理場について、予防保全型
（状態監視・時間計画）の個別施設の
改築計画を策定することができた。

評価 実施

今後の方向性 改築を実施する。

28
・安全で快適に利用で
きる公共施設の提供
・財政の健全化

　市民生活や産業の
基盤である道路、橋
りょう等のインフラや
公営住宅等の公共施
設については、老朽
化による更新等に係
る経費が今後高い水
準で推移することが予
測されることから、長
寿命化対策に取り組
みながら、効率的な更
新を行う。

　安全で快適に利用
できる公共施設の提
供と、財政の健全化
に向けた効率的・効果
的な改修、維持管理
等を推進する。

③　公共施設の長寿
命化の推進

(3) 公共施設
マネジメントの
推進

建築住宅課

水道課

下水道課
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大綱２　健全な財政運営

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

目標及び取組実績等
取組効果 担当課　No.

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

目標

農業集落排水処理施設の機能診断調
査
　
５処理区（天井沢、宮川、大田木、大
田賀、塩坪）

農業集落排水処理施設の最適整備構
想の策定
　
10処理区（天井沢、宮川、大田木、堰
沢、舟岡、小布施原、上郷、新郷、大
田賀、塩坪）

機能強化（改築）概要書の作成

　10処理区（天井沢、宮川、大田木、
堰沢、舟岡、小布施原、上郷、新郷、
大田賀、塩坪）

機能強化（改築）計画審査地区申請

　10処理区（天井沢、宮川、大田木、
堰沢、舟岡、小布施原、上郷、新郷、
大田賀、塩坪）

機能強化（改築）概要書に基づく改築

　２処理区（堰沢、上郷）

実績

農業集落排水処理施設の機能診断調
査の実施
５処理区（天井沢、宮川、大田木、大
田賀、塩坪）

成果
施設の健全度を判定し、現状を的確に
把握することができた。

評価 実施

今後の方向性
機能診断調査の結果に基づき、最適
整備構想の策定を実施する。

目標

①喜多方市水道事業経営戦略
に基づく健全経営

②民間委託の拡充の検討

③水道普及率
　87.7%

③水道普及率
　87.7%

③水道普及率
　87.8%

③水道普及率
　87.8%

③水道普及率
　87.9%

実績

①中長期財政計画により、事業を執行
し、経営の健全化を図った。

②さらなる民間委託の検討も行い、こ
れまでの窓口業務等の民間委託を継
続することとした。

③水道普及率　88.2％
※水道普及率＝給水人口／行政区域
内人口

成果

①資金不足率 0％
（資金不足額はなく、経営の健全化が
図られている）

②委託による経費節減効果を図ること
ができた。

③水道普及率の向上が図られ、水道
利用料の増加が見込まれる。

評価
①：実施
②：検討中
③：Ａ

今後の方向性

引き続き経営の健全化に努める。
水道普及率については、行政区域内
人口の減少などにより、計画期間の目
標を上回る実績となった。
今後も人口減少が見込まれるなか、引
き続き未加入者の加入促進に努める
ことにより、達成率の維持・向上を図
る。

下水道課

水道課

・市民サービスの向上
・計画的な水道施設、
設備の更新による安
全・安心な水道水の
供給
・加入率向上による財
政及び経営の健全化

同左

・喜多方市水道事業
経営戦略に基づき健
全な経営を図る。
・現在実施している民
間委託の内容拡充に
ついて検討を行う。
・工事説明会において
未加入者への啓発活
動等を行い、水道普
及率の向上に努め
る。

　安全で快適に利用
できる公共施設の提
供と、財政の健全化
に向けた効率的・効果
的な改修、維持管理
等を推進する。

　市民生活や産業の
基盤である道路、橋
りょう等のインフラや
公営住宅等の公共施
設については、老朽
化による更新等に係
る経費が今後高い水
準で推移することが予
測されることから、長
寿命化対策に取り組
みながら、効率的な更
新を行う。

28

29

・安全で快適に利用で
きる公共施設の提供
・財政の健全化

③　公共施設の長寿
命化の推進

(4) 地方公営
企業の健全経
営等

①　地方公営企業の
経営健全化

(3) 公共施設
マネジメントの
推進
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大綱２　健全な財政運営

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

目標及び取組実績等
取組効果 担当課　No.

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

目標

水洗化率

　・87.1%

水洗化率

　・87.3%

水洗化率

　・87.5%

水洗化率

　・87.6%

水洗化率

　・87.8%

実績

水洗化率

　・88.7%
※水洗化率＝下水道に接続（水洗化）
した人口／下水道整備区域の人口

成果
下水道制度の周知PR、未加入者への
個別訪問活動等により、加入促進を図
ることができた。

評価 Ａ

今後の方向性

実績として、下水道整備区域の人口減
少などにより計画期間の目標を上回る
実績となった。
今後も人口減少が見込まれるなか、引
き続き未加入者の加入促進に努める
ことにより、目標値を上回る達成率の
維持・向上を図る。

目標

①2020年４月１日の地方公営
企業法適用に向けた取組の実
施

②資産調査及び評価業務

③法適用移行準備事務（人事・
給与・会計・金融機関・関係機
関との調整・事務手続き、条例
等の制定等）

④公営企業会計システム構築

・地方公営企業法適用の開始

・地方公営企業法適用の
推進を図る

実績

喜多方市下水道事業等地方公営企業
法適用業務委託（H28.7～H32.3長期
継続契約）により平成29年度は下記業
務を実施した。

・資産調査業務の継続実施
・法適用移行準備事務（業務フロー作
成、関係部局との調整、会計科目等の
検討、例規整備等）の着手

成果
資産調査業務について、管きょは喜多
方地区以外完了し、処理施設は山都
地区以外完了することができた。

評価

①実施
②実施
③実施
④実施

今後の方向性

平成32年４月１日の地方公営企業法
適用（財務規定等の適用）の開始に向
けた下記取組を平成30年度以降継続
して実施する。

・資産調査（喜多方地区の管渠、山都
地区の処理施設）及び評価業務（全資
産）
・法適用移行準備事務（人事・給与・会
計・金融機関・関係機関との調整・事
務手続き、条例等の制定等）
・公営企業会計システム構築

下水道課

・経営、資産等の正確
な把握による経営管
理の向上
・計画的な経営基盤
の強化、財政マネジメ
ントの向上
・弾力的な経営による
市民ニーズへの迅速
な対応

同左

　地方公共団体が公
営企業の経営基盤の
強化や財政マネジメン
トの向上等にさらに的
確に取り組むため、下
水道事業の地方公営
企業法適用の推進を
図る。

下水道課
加入率向上による財
政及び経営の健全化

同左

　工事説明会及び広
報紙等による市民へ
の周知PR、未加入者
への啓発、戸別訪問
活動の実施により、下
水道加入促進を図
る。

29

30
②　地方公営企業法
適用の推進

(4) 地方公営
企業の健全経
営等

①　地方公営企業の
経営健全化
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大綱３　情報発信の充実・民間委託等の推進

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

目標

①広報紙
　・広報きたかた
　　毎月１日発行　12回
　・広報きたかた「お知らせ版」
　　毎月15日発行　12回

②ホームページ
　スピード感のある情報発信と掲載情
報の充実を図る。

③商工業メールマガジンの発信
を随時行う。

②ホームページ
　デザインのリニューアルを図る。

②ホームページ
　スピード感のある情報発信と掲載情
報の充実を図る。

②ホームページ
　デザインのリニューアルを図る。

②ホームページ
　スピード感のある情報発信と掲載情
報の充実を図る。

実績

①計画どおり広報紙の発行を行った。
　・広報きたかた12回発行
　・広報きたかた「お知らせ版」 12回発
行

②ホームページについて、広報紙に掲
載した情報をスピード感を持って漏れ
なく掲載する取組を行い、充実を図っ
た。
【企画調整課】

③市内企業等へメールマガジンの配
信：33回
【商工課】

成果

①、②広報きたかたの情報を紙面だけ
ではなく市ホームページ、SNS、ラジオ
など様々な情報媒体を活用し効果的
な情報発信を行った。
【企画調整課】

③国や県、市等の補助制度や講演会
等の情報提供を行うことで、企業支援
の強化を図ることができた。
【商工課】

評価
①：実施【企画調整課】
②：実施【企画調整課】
③：実施【商工課】

今後の方向性

多様化する市民ニーズに合せた情報
発信を引き続き行う。
【企画調整課】

受信者を増やしながら、今後も有益な
情報の提供を行っていく。
【商工課】

(1) 情報発信
の充実

・ホームページ、ラジ
オ、SNS、マスコミな
ど、多様化する市民
ニーズに合わせ、より
多くの市民に情報を
発信する。
・商工業に関する各種
情報の提供により市
内企業等の支援を行
う。

　市広報紙やインター
ネット等を活用し、各
種行政情報の充実を
図る。

①　効果的な情報の
発信

担当課　
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容 取組効果
目標及び取組実績等

企画調整課
商工課
関係各課

・行政情報提供の充
実による市民サービ
スの向上
・施策の効果的な推
進
・情報の一元化・共有
化による企業支援の
強化・充実

No.

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

31
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大綱３　情報発信の充実・民間委託等の推進

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度
担当課　

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容 取組効果
目標及び取組実績等

No.

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

目標

PDFやExcel、Wordといった各種
形式によるデータの提供に加え
利用者が自由にデータを利活用
できるオープンデータ化の推進

実績

市ホームページへオープンデータを公
開及びデータの更新を行った。
（人口、統計きたかた平成28年版、市
内避難所一覧、喜多方市の気象概
況）

成果
市が保有する情報（データ）を公開す
ることにより行政の透明性や信頼性が
向上した。

評価 実施

今後の方向性 継続して取組の推進を図る。

目標

民間委託の調査検討、推進の
取組を行う。

実績

民間委託の実施状況を把握するととも
に、県内市町村や類似団体との比較
及び先進事例等の調査検討を行っ
た。
【企画調整課】

国土交通大学校において、PPP/PFI
の導入手法についての研修を受講し
た。
【建築住宅課】

成果

県内市町村や類似団体との比較検討
ができた。また、直営で対応している
分野において、民間委託が進まない
理由を整理することができた。
【企画調整課】

庁内において、PPP/PFIの導入手法
の職員研修を行い情報共有を図ること
ができた。
【建築住宅課】

評価 実施

今後の方向性
引き続き、民間委託の実施状況を把
握するとともに、民間委託の調査検討
を行う。

(2) 民間委託
等の推進

②　オープンデータの
検討、推進

　本市が保有する
様々な情報のオープ
ンデータ化（機械判読
に適したデータ形式に
したものを、ホーム
ページ等で公開）を推
進する。

情報政策課
関係各課

・事務事業の効率化
・市民サービスの向上

企画調整課
関係各課

・行政の透明性・信頼
性の向上
・市民参加・官民協働
の推進
・経済の活性化・行政
の効率化

(1) 情報発信
の充実

32

33

同左

①　民間委託の調査
検討、推進

　各課等において、事
務事業、施設の管理
等について定期的に
点検を行い、新たな分
野や既に実施してい
る委託等の内容の拡
充などを進めるため、
可能なものから計画
的に取組を推進する。

　施策を効率的・効果
的に推進するため、民
間委託の調査検討、
推進を図る。
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大綱３　情報発信の充実・民間委託等の推進

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度
担当課　

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容 取組効果
目標及び取組実績等

No.

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

目標

①指定管理者制度の適正な
運用

②次期指定管理者選定作業

①新たな指定管理者の指定

②指定管理者制度の適正な
運用

実績

施設総数 315施設（学校関係、道路、
河川、都市下水路、水道は含まない）
のうち
　・指定管理導入施設　126施設
　・直営施設　　　　　  　189施設

指定管理導入施設の指定期間：平成
27年４月１日～平成32年３月31日

成果
126施設で指定管理が導入され、民間
活力により、住民サービスの向上及び
経費の節減等を図ることができた。

評価 実施

今後の方向性

関係各課で情報共有しながら指定管
理者制度の適正運用に努めるととも
に、今後の制度の活用についての検
討を行う。

(2) 民間委託
等の推進

企画調整課
関係各課

34 同左
②　指定管理者制度
の活用

　公の施設の管理運
営について、指定管
理者制度を運用す
る。

・市民サービスの向上
・維持管理経費の削
減
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